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注  2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資 料  東京都「東京の労働力」　

2 男女別労働力人口の推移（東京）

15歳以上人口
1,246.2万人

労働力人口
855.8万人

非労働力人口
389.5万人

就業者数
833.2万人

完全失業者数
22.6万人

自営業主数
60.4万人

雇用者数
760.0万人

家族従業者数
8.6万人

432.8 431.5 435.3 440.1 442.9 446.6 454.2 458.4 463.8 467.2 468.9

307.8 316.0 324.7 327.4 333.8 344.2
359.1 367.0 372.4 381.3 386.9

740.6 747.5
759.9 767.5 776.8

790.8
813.3

825.4 836.2 848.5 855.8

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22年

女性

男性

（万人）

東京の雇用就業

労働力人口

注  15歳以上人口及び就業者数は、就業状態等が不詳の者を含む。
資 料  東京都「東京の労働力」

1 就業状態（東京、2022年）
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東京の雇用就業

就業構造

注  総数に分類不能や不詳を含む。
資 料  総務省「就業構造基本調査」

注  「分類不能の産業」を除く。
資 料  総務省「令和４年就業構造基本調査」

1 従業上の地位別有業者数の推移（東京）

2 産業別有業者数構成比（東京、2022年）
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東京の雇用就業

労働移動

1 入職者数・離職者数の推移（東京）

2 男女別入職率・離職率の推移（東京）

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所
資 料  厚生労働省 「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×100。
資 料  厚生労働省「雇用動向調査」
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大学卒（全国）

高校卒（東京）

2 高等学校卒業者・大学卒業者の就職率の推移（東京・全国）　

注  各年３月卒業者が対象。高校卒は３月31日現在、大学卒は４月１日現在の数値。就職を希望する者の就職率。
資 料  文部科学省「高等学校卒業者の就職状況に関する調査」、厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査」
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1 年齢階級別若年者の完全失業率の推移（東京）

注  15～ 34歳を若年者とした。全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用い
ている。

資 料  東京都「東京の労働力」
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定年制の廃止
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1 年齢階級別55歳以上就業率の推移（東京）

2 高年齢者雇用確保措置の実施状況（東京、2023年）

注  全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資 料  東京都「東京の労働力」

注  2023年６月１日現在の値。従業員21人以上の企業が対象。
資 料  東京労働局「令和5年『高年齢者の雇用状況等報告』集計結果」
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1 女性有業率の推移（東京）

2 年齢階級別女性有業率の推移（東京）

資 料  総務省「就業構造基本調査」

注  2002年及び2012年の有業率は、東京都産業労働局にて算出した。有業率＝有業者÷15歳以上人口×100％。　　　　
資 料  総務省「就業構造基本調査」
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1 民間企業における雇用障害者数の推移（東京）

2 障害者の実雇用率の推移（東京）

注  各年６月１日現在の値。民間企業。
資 料  東京労働局「令和５年障害者雇用状況の集計結果」

注  各年６月１日現在の値。民間企業。法定雇用率は、2013年から2017年までは2.0％、2018年から2020年までは2.2％、2021年からは2.3％である。
資 料  東京労働局「令和５年障害者雇用状況の集計結果」
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2 最低賃金時間額の推移（東京）

資 料  東京労働局資料
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1 産業別常用労働者１人平均月間現金給与総額（東京、2022年)

注  事業所規模５人以上
資 料  東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き (毎月勤労統計調査)」
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2 産業別労働者1人平均年次有給休暇の取得率（全国、2022年）

注  対象は、常用労働者30人以上の民営企業。
資 料  厚生労働省「令和５年就労条件総合調査」
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1 産業別常用労働者１人平均月間総実労働時間（東京、2022年)

注  事業所規模５人以上
資 料  東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き (毎月勤労統計調査)」
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1 労働災害発生状況の推移（東京）

2 労働組合員数・推定組織率の推移（東京）

3 労使別労働相談件数の推移（東京）

注  東京都労働相談情報センターにおける取扱件数
資 料  東京都「労働相談及びあっせんの概要 令和4年度」

注  死傷者数（休業４日以上）は「労働者死傷病報告」、死亡者数は「死亡災害報告」による。2020年及び2021年は新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを含むが、2022年は含まない。
資 料  東京労働局「死傷災害発生状況」、「死亡災害発生状況」

注  各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資 料  東京都「令和5年 東京都における労働組合の組織状況（労働組合基礎調査）」
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